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始めている。だが、類似した条件を持ちながら、全ての地域がSmall i としてのEE 構築に成
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While the Entrepreneurial Ecosystem (hereinafter referred as “EE”) for 
commercializing disruptive technologies emerging from universities’ research 
activities through thriving, growing and clustering universities’ startups with 
the aim of creating high-tech industries is gaining popularity among 
researchers and policy makers as an effective model for rejuvenating regional 
economies, not all regions with the same initial conditions can rejuvenate their 
economies by means of building EE successfully in the regions as Small i. This 
is indicated as a trap to be caught by the isomorphism before EE being built as 
Small i. INS was highly appreciated as the most successful industry-academia 
collaboration in Japan; however, it has been struggling with losing its 





2．Capital I と Small i 
わが国において Small i としてのEE 構築を狙ったマクロ政策は、1990 年代末




Cloning Silicon Valley 政策を模倣する政策体系となっていた。この点は両政策体
系を対照すれば一目瞭然である（図‐1）。 
 




Cloning Silicon Valley政策 USモデル政策
 
 
Cloning Silicon Valley 政策は、シリコンバレー形成に貢献した連邦制度を全米
に拡散する Capital I と、シリコンバレーに特有な「ネットワーク経済（Economy 
Two）」（Kenney, 2000, p.223）を Small i として各地域に構築することを目指す、








isomorphism resulting from institutionalization for further expanding INS.  
Starting, expanding, and stalemating of INS can show the trap for EE to be 
captured in the process of Small i building. It is needed to avoid this trap by 






輪, 2013, pp. 256-62）の商業化を担う大学発ベンチャー企業の簇業・成長・集
積を通じ新産業形成につなげようとする、「地域に根差した変革マネジメント手
法（a place-based change management instrument）」だと規定される






おける人為的に整備された生態系として捉えられている（O’Connor et al., op. 
cit., p. 93）。また、EE において繁茂する特定植物は分岐的技術の商業化を担う
ベンチャー企業である。ここでは、分岐的技術の商業化という明確な目的意識を
持った Innovative Entrepreneur を継続的に生み出し、ベンチャー企業を繁茂
させる「ゲームのルールとしての制度（Institution）」の構築が課題になってい
た（Baumol, 2010, pp. 152-3）。だが、同時にこの制度化は容易に実現できるも
のではなく、制度化される前に既存制度に同型化されるという陥穽に陥り、成功
事例（Winners）よりは失敗事例（Losers）を生み出すことが多いことも指摘さ
れている（Storper, 2013）。  
 本稿は、EE が新たな Small i1として構築される過程における陥穽を明らかに
するため、「岩手ネットワークシステム（Iwate Network System、以下 INS と
いう）」の形成・展開・停滞をもとに、EE が Small i として構築される過程に
おける問題点の究明を課題とする。あらためて指摘するまでもなく、INS は、
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pp. 93-4）。しかも、この 3 ヶ所においても、その形成主体や形成過程は大きく異




















EE 構築が強制される構造になっていたのである（西澤, 2016a）。 
これに対して、日本においては、シリコンバレーのような先行モデルは存在せ



















三の使命」とする Entrepreneurial University（以下 E 大学という）へ、大きく
変身させたのである（Etzkowitz, 2002, Fayolle & Redford, 2014, Foss & Gibson, 
2015）。E 大学においては、その研究活動が Exploration（究明）と Exploitation
（活用）に区分され、究明の成果は「公開・共有・非営利」を原則とするのに対
し、活用においては「守秘・専有・営利」を原則とするという、利益相反が発生




たのである（Audretsch & Link, 2017）。 
VC 改革においては、ERISA を改正して、VC が投資ファンドとして活用して






式投資の裾野が拡がり、「未上場株式市場（Private Equity Market、以下 PEM
という）」が形成されることになった（西澤, 1998）。併せて、このPEM と接続す




（Florida & Kenney, 1990）。この限界を突破して、幅広い分岐的技術の研究・開
発を通じ新産業形成に繋がるイノベーション創出を狙って導入された新政策が




（Public Procurement for Innovation、以下 PPI という）」という、新たな公的
調達制度を導入したのである（西澤, 2016a）。 
このようなCapital I の策定・実施を受けて、各地域がどのように Small i とし
ての EE を構築するか、については各地域に任せられた。というのも、Capital I
が全米に適用される新たな制度として実施されたからといって、直ちに Small i
としての EE が構築できる訳ではないからである。EE 構築の成否は Local 
Context（地域特性）に強く依存せざるをえない（Storper,2013,pp.156-66）。事
実、ライフサイエンス産業形成に必要な類似した条件を持つ地域においても、こ





pp. 93-4）。しかも、この 3 ヶ所においても、その形成主体や形成過程は大きく異




















EE 構築が強制される構造になっていたのである（西澤, 2016a）。 
これに対して、日本においては、シリコンバレーのような先行モデルは存在せ




















る。発足時点の参加者は 200 名近くにのぼり、産学連携型共同研究会も 6 課題に
なっていた(遠藤, 2012)。 
こうした INS 形成の動きは、1980 年代におけるバブル経済のもとで模倣型経
済構造が行き詰まりを見せるなか（大塚・東郷・浜田, 2010）、ディシプリン重視
のモード 1 型研究が限界を示す反面、課題解決を志向するトランスディシプリナ




























その原因は、日本においては EE が Small i として構築できていないためだ、
といえるのではあるまいか。確かに、先に指摘したように「知的クラスター創成
事業」及び「産業クラスター政策」によって、延べ 36 のクラスターが形成され







その意味では、Small i としてのEE 構築は、地域特性を踏まえた、地域主導で
なければならない。とはいえ、地域特性を踏まえた地域主導であっても、それが
直ちに Small i としての EE 構築を成功に導く訳ではない。INS の形成・展開・
停滞がその点を示唆するものといえよう。Small i としてのEE 構築には、組織フ
ィールドにおける制度と組織の競合と抑制が避けられないからである（Scott, 
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i としての EE の組織特性に有った。 
あらためて指摘するまでもなく、「組織とは、意識的で、計画的で、目的を持つ





説けなくなるという矛盾が生じていた（Scott, 2014, pp. 56-8）。特に分岐的技術
の商業化による新産業形成という、20 世紀後半から生じた新たな課題解決に向け











官ネットワークが組成されなかった事例が提示されたのである（Scott, 2014, pp. 
249-51，Powell et al., 2012, pp. 439）。 
 
 














（野崎, 2009）。US モデルの策定・実施という Capital I を受けて、こうした高い
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 だが、この成功は準備期の初期条件の充足でしかなく、整備期における EE 整
備が必要になる。大学における産学連携型共同研究の成果が特許化されたとして










る支援組織の整備が不可避になっていた（Kozmetsky, G. et al., 1985）。この支援
組織が EE の実体であり、EE が整備されない限り、大学発ベンチャー企業は創
業しえず、大学が生み出した分岐的技術も商業化されない。しかも、この EE 整
備においては Give and Take を原理とする市場とは異なる組織が求められてい
た。大学発ベンチャー企業支援に向けた EE 整備においては‟Give before you get” 








ため、インキュベータを中心にした EE 整備が求められる。 
 インキュベータにおける「出世払い方式」による経営資源の提供は、ベンチャ







としつつ、「新規創業の奨励・育成を目的にした諸機関の複合組織（the fabric of 




個人ネットワークを維持し、個人ネットワークを活かした Small i としての EE
構築に向かう必要があった。では、なぜ、大きな既存制度に組み込まれた INS は
停滞せざるを得なかったのであろうか。そこで、INS の停滞原因と再生可能性を
探るため、Small i としての EE 構築モデルを手掛かりにして、INS の現状分析
を行っていきたい。 
図－4 は、欧米及び日本の先行事例をもとに導出された EE 構築モデルである
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理論的究明を試みた成果である。Small i としての EE 構築は 3 段階に区分され
ていた。しかも、確立期に至るまで各々の段階に応じて目的や構造が変化すると
いう複雑かつ長期にわたる過程を辿らざるをえない 6。加えて、EE は‟Give before 
you get” Philosophy に共鳴する個人ネットワークとして整備されねばならなか
った。 
 この‟Give before you get” Philosophy に共鳴する個人ネットワークをもとに
した、地域の経営資源供給に向けた EE 整備には、強いリーダーシップを発揮す
る主導者が不可欠となっていた 7。しかも、この主導者による EE 整備は、経営
資源として活用しえる地域資源の賦存状況や地域特性との相互制約を通じて、創
発的に実施されねばならない。これは極めて困難な課題だといえる。だからこそ、

















巡る W. Richard Scott スタンフォード大学社会学部名誉教授とのディスカッション
をご設定頂いた、共同研究者でもあるテキサス大学オースティン校 IC2 研究所の







                                                  
 
 
の EE である（Kenney, 2000, p. 223）。 
 「ヒトと技術の集積」という準備期の条件を充足した INS には、E 大学に変身
した岩手大学から創業される大学発ベンチャー企業支援に向けた EE 整備が求め













ることになるのであった（関西ネットワークシステム編, 2011, p. 52）。 
















市が、1990 年代以降、新たな Innovation Hub として再生を遂げ始めている
（Engel et al., 2018）。しかも、この都市再生においては、企業・大学・官庁とい
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を主導するリーダーが不可欠になる。こうした役割を演じるリーダーは、Influencer


























「経済学」』第 60 巻第 2 号東北大学経済学会 
西澤昭夫(2016a) 「米国版SBIR における競合と共振をもたらす構造的特質について」日本ベ




科』第 60 巻, 金原出版 
西澤昭夫(2018) 「制度的企業家と地域エコシステムの構築」経営力創成研究センター『経営
力創成研究』第 14 号, 東洋大学経営力創成研究センター 
西澤昭夫他著(2012)『ハイテク産業を創る地域エコシステム』有斐閣 
日本証券経済研究所編（1996）『外国証券関係法令集 アメリカ Ⅱ 〔改訂版〕』 
（財）日本証券経済研究所 
バーナード、C. I., (1968）山本安次郎・田杉競・飯野春樹訳『新訳 経営者の役割』ダイヤモ
ンド社 




Audretcsh, D. B., & Link, A. N., (2017) Universities and the Entrepreneurial Ecosystem, 
Edward Elgar 
Bahrami, H. and Evans, S., (2000) "Flexible Recycling and High-Technology 
Entrepreneuship" Kenny, M edt. Understanding Silicon Valley, Stanford University 
Press  
 












できないとの指摘もある（Storper, 2013, p. 202）。この指摘の当否については、わが国の実
例なども踏まえ、一層の実証分析を行う必要がある。 
3 SBIR のベンチャー企業支援や地域支援に関しては厳しい評価が多い（Lerner, 2009）。当初
はシリコンバレーやボストンの企業への支援が多くなっており、公平性に欠けるという批判

















例も同じ視角から分析し、Small i としてのEE 構築の論理構造を究明していきたい。 
5 Kenney（2000）は、Give & Take に基づく市場制度をEconomy One、‟Give before you 
get” Philosophy に基づくネットワークをEconomy Two と規定し、ベンチャー企業を成果物
と看做すEconomy Two の存在こそ、シリコンバレーをシリコンバレーたらしめる最大の要
因だと指摘する。同じく、Bahrami & Evans (2000)は、このEconomy Two としてVC の
みならず、弁護士や会計士などの専門サービス業を巻き込む、経営資源供給の柔軟なネット
ワークをEcosystem と規定したのである（Kenney, 2000, pp. 166－7）。 
6 この期間はアメリカでも 10 年と言われているが、日本における「鶴岡の奇蹟」において
も、10 年のブレない一貫性が認められている（Feld，2012, p. 29, 大滝・西澤, 2014）。こ
れに対し、「各地に存在する一級の研究資源を活用し、それを長期（例えば 10 年）の間、仮
に顕著な成果が出なくとも、計画遂行を貫き育成しなければならないという結論は衝撃的で
もある」（明石, 2016, p. 54）との指摘もあるが、それだけに優れたリーダーによる長期のコ
ミットが不可欠であり、成功事例が容易には生じない原因だと認識することが重要なのでは
ないか。 
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【ヒアリング実施日・場所及びヒアリングに応じて頂いた方々：敬称略、役職は実施時点】 









【W. Richard Scott スタンフォード大学社会学部名誉教授とのディスカッション】 
日時：2018 年 9 月 4 日 10：30－13：00（研究室）、16：00－20：30（自宅） 
参加者：W. R. Scott 教授、D. Gibson テキサス大学オースティン校付属 IC2研究所シニア・リ
サーチ・サイエンティスト、西澤昭夫 
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